
 

2018 年北海道胆振東部地震において被災した 

道路ネットワークの被害分析 
 
 
 

吉成 健人 1・庄司 学 2 
 

1学生会員 筑波大学 システム情報工学研究科（〒305-8573 茨城県つくば市天王台 1-1-1） 

E-mail: s1920954@s.tsukuba.ac.jp 

2正会員 筑波大学教授 システム情報系（〒305-8573 茨城県つくば市天王台 1-1-1） 

E-mail: gshoji@kz.tsukuba.ac.jp 

 

 

2018 年北海道胆振東部地震における北海道厚真町，安平町およびむかわ町の道路ネットワークの被害に

ついて，被害モード，液状化の有無の場合分けを行い被害率の特徴を明らかにし，地震動強さの空間分布

との関係を分析した．その上で，既往研究での地震被害データに本研究で得られたデータを含めて，北海

道胆振東部地震の道路被害の特徴を明らかにした． 
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1. はじめに 

 

2018年 9月 6日に発生した北海道胆振東部地震では，

道路ネットワークに甚大な被害が生じた．具体的には，

道路に亀裂，陥没，隆起が生じる道路決壊，橋梁に同様

の被害が生じる橋梁災害，山間部で土砂崩壊が発生し，

その土砂により交通支障が生じる斜面崩壊の 3種類の被

害を観測した 1),  2)．これらの実際の様子を図-1 に示す．

このような被害のデータを統計的に集計・分析し，道路

ネットワークの被害の特徴を把握することは，今後の地

震発生時の被害想定や発生直後の迅速な復旧対応の観点

から極めて重要である． 

既往の研究としては，例えば，Shoji and Nakamura 3)は

2011年東北地方太平洋沖地震における道路構造物の被害

データを整理して，道路被害を統計的に分析し，フラジ

リティ曲線の構築を試みている．庄司ら 4)は同じく東北

地方太平洋沖地震における地震動が極めて強かった地域

や，液状化が空間的にスペシフィックに甚大化した地域

の平面道路の被害の特徴を明らかにしている．水越 5)は，

2016年熊本地震で被災した道路構造物を液状化および非

液状化領域に分類し，被害率の傾向について考察を行い

ながら，被災前後の空中写真の画像処理による被害把握

を試みている．吉成・庄司 6)は北海道胆振東部地震にお

ける道路構造物の被害に対して，被災後の空中写真内で

の写り方や被害モードで分類を行い，テクスチャ解析に

よる被害把握を試みている．さらにYoshinari and Shoji 7)は

同様に北海道胆振東部地震の道路被害を対象として，画

像処理を用いた被害抽出と混合マトリックスに基づく精

度検証を行っている． 

本研究では，北海道胆振東部地震において，道路ネッ

トワークの被害が顕著であった北海道厚真町，安平町お

よびむかわ町を取り上げ，道路ネットワークの被害の傾

向を分析する．さらに，文献 3)，5)により明らかにされ

た東北地方太平洋沖地震と熊本地震の被害と比較を行い，

北海道胆振東部地震の被害の特徴を明らかにする．具体

的には，最大地表面速度 PGV 及び計測震度 IJ の地震動

強さと道路の被害率R[箇所/km]の関係を明らかにする． 

 

 

2. 分析対象データおよび分析方法 
 

(1) 分析対象データ 

本研究では，北海道庁が管理する道路ネットワークを

分析対象とし，北海道庁より提供された道路被害情報 1)

を利用する．その情報をもとに，Google 災害情報マップ
8)のデータに基づいて道路決壊と斜面崩壊の被害地点を

目視で同定した．顕著な被害が見られた厚真町，安平町，

むかわ町を対象地域とした．斜面崩壊が生じた被害地点

の一例を図-2に示す．対象とする道路データは，道路地

図V2012-3 9)に国土地理院の基盤地図情報 10)より得られた



 
(a) 道路決壊（北海道むかわ町）     (b) 橋梁災害（北海道厚真町）     (c) 斜面崩壊（北海道厚真町） 

図-1 北海道胆振東部地震における道路被害の実例 

 

 

図-2 空中写真より同定した被害地点の一例(斜面崩壊) 

 

図-3 対象地域での被害地点と道路ネットワーク，液状化領域 

図-3 の分布 

 

対象地域の道路縁データを照合し，不足している道道な

らびに町道を付け加えたものを用いた． 

対象とした道路総延長は 1234.2km，道路被害の被害地

点数は 97点であり，そのうち道路決壊が 65点，斜面崩

壊が 32点であった．3町における対象道路及び被害地点

を図-3に示す．また，北海道胆振東部地震で発生した液

状化領域については，先名・小澤 11)により示された

250mメッシュのデータを適用した． 

 

(2) 地震動強さの空間分布 

地震動強さの指標としては，地表面最大速度 PGV 及

び計測震度 IJを適用した．地震動分布は地震動マップ即

時推定システム QuiQuake が提供している QuakeMap 12)の

データを使用した．図-4 に PGV 及び IJ の空間分布を示

す． 

 

 

3. 被害の分析方法 
 

道路決壊及び斜面崩壊の発生件数 X[箇所]を道路延長

L[km]で除し，道路決壊及び斜面崩壊の発生件数 X[箇所]

に関する被害率R[箇所/km]を以下のように定義した． 

 

𝑅 = 𝑋/𝐿 

 

この被害率を図-4に示した地震動強さに対応させて区

間ごとに集計した．具体的には，図-5 に示すように，3

町における PGV，IJの空間分布データと道路ネットワー

クを重ね，道路ネットワークを地震動強さのポリゴンの

枠線で分割し，重なっているポリゴンの値を道路ネット

ワークの PGV 及び IJ とし，区間に対応した道路延長を

算出する．次に被害地点を含む地震動強さのポリゴンの

値を被害地点の PGV 及び IJ として求め，その発生件数

を集計し被害率 R[箇所/km]を算出した．その際，PGVは

10cm/s ごとにその区間の中央値で集計し，IJ は気象庁に

従い求め 0.1ごとに集計した． 

また，北海道胆振東部地震における道路被害を PGV

で集計した結果は，PGV≧110[cm/s]の領域を 1 区間とし

てまとめ，同様に計測震度 IJ で集計した結果は IJ≧6.1

の領域を 1区間とした．このような処理を既往研究の結

果に対して適用するとともに，被害モードや液状化有無

の分類後の被害率の集計の際にも適用した．基本的には，

被害地点が存在する地震動強さの区間の中で，地震動強

さの値が最も大きい区間の道路延長に，その区間以上の 

(1) 



 
(a) 地表面最大速度PGVの空間分布             (b) 計測震度 IJの空間分布   

図-4 地震動強さの空間分布 

 

 

図-5 地震動強さを道路ネットワーク，被害地点と重ね合わせる方法 

 

(a 

(a) 地表面最大速度PGVに対する被害率        (b) 計測震度 IJに対する被害率 

図-6 地震動強さと被害率の関係 

 

地震動強さを集計している区間に含まれる道路延長を合

算した． 

 

 

4. 被害率の全体傾向 
 

分析の結果を図-6に示す．計測震度 IJについては，

東北地方太平洋沖地震と熊本地震における道路ネットワ

ークの被害率も併せて示している． 

図-6 (a)から PGV=30~110[cm/s]において被害が発生して

いる．PGV=100cm/sの時，被害率は最大値 0.136[箇所/km]

であり，PGV=70~100[cm/s]において R=0.882~0.136[箇所

/km]と高い被害率を示している．また，道路決壊は

PGV=70~110[cm/s]に，斜面崩壊は PGV=50~90[cm/s]に集中

していた．図-6 (b)から IJ=5.6~6.1 において被害率が急速

に高まっている．IJ=6.0の時，被害率は最大値0.188[箇所

/km]であり，道路決壊の半数強が分布していた．また，

IJ=6.1 の時，R=0.097[箇所/km]であり，斜面崩壊の半数弱

が分布していた．熊本地震では，IJ=4.9 で被害率が出始

め，IJ=5.5から高まり始め，IJ=6.5で最大値を示した．東

北地方太平洋沖地震の被害率は，IJ=3.6 の比較的低い領

域から R>0[箇所/km]となり，熊本地震よりも低い IJ=4.5

において被害率が立ち上がり始めた．これらと比較して，

北海道胆振東部地震の被害率は既往地震よりも高い計測 
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震度の IJ = 5.6付近で立ち上がり始め，I J= 6.0でピークと

なる．また，東北地方太平洋沖地震の被害率よりも全体

として高く，熊本地震より高い計測震度で立ち上がり同

等以上の被害率となる． 

 

 

5. 液状化の有無による被害の特徴の違い 
 

北海道胆振東部地震の分析データを液状化の有無によ

り場合分けし，水越 5)による熊本地震での道路被害デー

タと図-7のように比較する． 

図-7 北海道胆振東部地震と熊本地震の道路被害を液状 

図-7 化の有無で場合分けしたときの計測震度と被害率 

図-7 の関係 

 

北海道胆振東部地震の非液状化領域では計測震度 IJ = 

6.0 で最大値 R = 0.190[箇所/km]であった．液状化領域で

は，IJ = 5.8~6.1 で被害率が高く，IJ = 5.8 で被害率は最大

値R = 0.213[箇所/km]であった．北海道胆振東部地震にお

いて，液状化領域での被害率は非液状化領域よりも低い

計測震度で最大値をとった．一方で，熊本地震の非液状

化領域では IJ = 6.3~6.8で高い値を示した．液状化領域で

は，IJ = 6.3~6.7で高い被害率を示している．  

北海道胆振東部地震と熊本地震を比べると，特に液状

化領域においては IJ = 5.8~6.0付近で北海道胆振東部地震

の被害率が上回っていた． 

 

 

6. 被害モードによる被害の特徴の違い 
 

北海道胆振東部地震の分析データを道路決壊と斜面崩

壊で分類し，その結果を文献 3)による東北地方太平洋沖

地震での道路被害の被害率と比較した． 

北海道胆振東部地震での道路決壊は計測震度 IJ = 5.6よ

り発生し始め，被害率の最大値は IJ = 6.0で R = 0.139[箇所

/km]であった．斜面崩壊は IJ = 5.9より発生し始め，被害

率の最大値は IJ = 6.1でR = 0.061[箇所/km]であった．一方，

東北地方太平洋沖地震における道路被害は IJ = 4.2で発生 

図-8 北海道胆振東部地震と東北地方太平洋沖地震の被 

図-8 害モードによる分類後の計測震度と被害率の関係 

 

し始め，被害率の最大値は IJ = 6.0で R = 0.192[箇所/km]で

あった． 

道路決壊の被害モードについては，北海道胆振東部地

震での被害が東北地方太平洋沖地震よりも高い計測震度

IJ で発生し始める．その一方で被害率については，北海

道胆振東部地震の方が IJ = 5.6から急激に高まり全体とし

て高い．斜面崩壊の被害モードについても同様の傾向が

あり，IJ = 5.9から被害率が急激に高まる． 

 

 

7. 結論 
 

2018年北海道胆振東部地震による強震動を受けた地域

の道路構造物を対象として被災データを構築した上で，

道路決壊及び斜面崩壊による道路構造物の被害に着目し

被害率の観点から被災モードの特徴を考察した． 

 

(1)  PGVについては，PGV=20~110[cm/s]でPGVの増加に

伴い被害率が上昇した．IJ について，被害率は同様の傾

向を示し，IJ=5.6~6.1で比例的に被害率が上昇した． 

(2) 被害モードや液状化の有無を考慮しない場合，北

海道胆振東部地震の道路被害は東北地方太平洋沖地震，

熊本地震よりも高い計測震度で発生し始め，その後は急

激に被害率が高まった．また，北海道胆振東部地震の被

害率は熊本地震の被害率と同等以上のレベルだった． 

(3) 液状化の有無を考慮した場合，北海道胆振東部地

震の液状化領域での被害率は非液状化領域よりも計測震

度が低い領域で最大値を示した．北海道胆振東部地震と

熊本地震を比べると，IJ = 5.8~6.0 付近では北海道胆振東

部地震の方が被害率が上回っていた． 

(4) 道路の被災モードの観点からは，北海道胆振東部

地震の道路決壊の被害は東北地方太平洋沖地震よりも高

い計測震度で発生し始め，被害率は IJ = 5.6から急激に高

まった．北海道胆振東部地震の斜面崩壊の被害率は IJ = 

5.9から急激に高まった． 
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DAMAGE ASSESSMENT ON ROAD NETWORKS IN THE 2018 HOKKAIDO IBURI TOBU 
EARTHQUAKE 

 
Kento YOSHINARI and Gaku SHOJI 

 
We analyzed seismic damage data on road networks at Atuma, Abira and Mukawa towns in Hokkaido subjected to strong 

ground motions in the 2018 Hokkaido Iburi Tobu earthquake. We revealed the characteristics of the damage ratio to the ground 

motion intensities from view of points of damage modes and occurrence of liquefaction.  Further we analyzed the dependency of 

the damage ratio on the ground motion intensities by using PGV and instrumental seismic intensity IJ. 

 


